
JP 2009-507220 A 2009.2.19

(57)【要約】
　車両又はエンジンでの使用に適合された鋳鉄製の構成
部材を処理する方法は、鋳鉄製の構成部材の少なくとも
１つの表面で、少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・
ノイズのパラメータを測定すること、少なくとも１つの
磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータに基づいて、
鋳鉄製の構成部材内の材料の硬さを推定すること、及び
推定硬さが許容される硬さの範囲内にあるかどうかを決
定することを含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両又はエンジンでの使用に適合された鋳鉄製の構成部材を処理する方法において、
　前記構成部材の少なくとも１つの表面で、少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイ
ズのパラメータを測定する段階と、
　前記少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータに基づいて、前記構成
部材の材料の硬さを推定する段階と、
　前記推定された硬さが許容される硬さの範囲にあるかどうかを決定する段階と
を含む、構成部材を処理する方法。
【請求項２】
　前記方法が、前記構成部材の表面の機械加工された部分で、前記少なくとも１つの磁気
バルクハウゼン・ノイズのパラメータを測定することを含むことを特徴とする請求項１に
記載された構成部材を処理する方法。
【請求項３】
　前記方法が、前記構成部材の表面の、０～５μｍの範囲の算術表面粗さを有する部分で
、前記少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータを測定することを含む
ことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項４】
　前記方法が、６０Ｈｚ未満の磁化周波数を用いて前記少なくとも１つの磁気バルクハウ
ゼン・ノイズのパラメータを測定することを含むことを特徴とする請求項１から請求項３
までのいずれか１項に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項５】
　前記方法が、磁気バルクハウゼン・センサーを用いて前記少なくとも１つの磁気バルク
ハウゼンのパラメータを測定すること、及びばねを用いて前記磁気バルクハウゼン・セン
サーを前記表面に押し付けることを含むことを特徴とする請求項１から請求項４までのい
ずれか１項に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項６】
　前記方法が、前記少なくとも１つのバルクハウゼン・ノイズのパラメータに基づいて、
前記構成部材の材料内の残留張力を推定することを含むことを特徴とする請求項１から請
求項５までのいずれか１項に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項７】
　前記構成部材がねずみ鋳鉄製のシリンダ・ライナを含むことを特徴とする請求項１から
請求項６までのいずれか１項に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項８】
　前記方法が、前記シリンダ・ライナの同じ周縁部に位置する前記表面の少なくとも２つ
の部分から、前記少なくとも１つの磁気バルクハウゼンのパラメータを測定することを含
むことを特徴とする請求項７に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項９】
　車両又はエンジンでの使用に適合された鋳鉄製の構成部材を処理するための装置におい
て、前記装置が、
　前記構成部材の少なくとも１つの表面で、少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイ
ズのパラメータを測定するように適合された磁気バルクハウゼン・ノイズのセンサーを備
え、
　前記少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータに基づいて、前記構成
部材内の材料の硬さを推定し、前記推定された硬さが許容される硬さの範囲にあるかどう
かを決定するようになっていることを特徴とする装置。
【請求項１０】
　請求項１から請求項８までのいずれか１項に記載された構成部材を処理する方法の使用
において、前記方法が、車両、エンジン、及び／又は車両若しくはエンジンでの使用に適
合された鋳鉄製の構成部材の製造を改善するために用いられることを特徴とする構成部材
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を処理する方法の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両及び／又はエンジンでの使用に適合された鋳鉄製の構成部材を処理する
方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　自動車やトラックなどの車両及び／又は車両用のエンジンを製造する際には、様々な部
品が組み立てられて完成した車両になる。完成した車両の機能及び品質を保証するために
は、組み立て前に、例えば寸法や材質などについて一部の部品の試験を行うことが望まし
い場合がある。部品に対して行われる試験は非破壊的なものであることが望ましい。それ
は、他の方法では試験自体が部品を破壊する又は劣化させる可能性があるためである。し
かし、非破壊試験が常に利用できるわけではない。
【０００３】
　硬さなどの材料の様々な特性の試験を行うための非破壊試験法の１つが、磁気バルクハ
ウゼン・ノイズ法である。その方法は、強磁性体材料全体に変動磁場を印加して、材料を
磁化させる段階を含む。磁化の間、材料の磁区は方向を変え、ゆっくりと印加された磁場
と整列するようになる。磁区は、いわゆるブロッホ壁が、有利な方向を向いた磁区がより
不利な方向を向いた磁区を犠牲にして成長するように移動することによって変化する。例
えばブロッホ壁が転位又は粒界にぶつかると、それらは欠陥によって動くことができなく
なる可能性があり、その結果、磁区の成長が突然停止する。印加される磁場がさらに増大
すると、ブロッホ壁は障害に打ち勝ち、次の欠陥にぶつかるまで急速に移動する。したが
って材料の磁化は徐々に行われるが、それは当分野においてバルクハウゼン・ノイズとし
て知られている。材料の硬さもバルクハウゼン・ノイズも材料内の欠陥の数と相関関係を
示すため、バルクハウゼン・ノイズに基づいて硬さおよび他の材料特性を推定することが
可能である。
【０００４】
　米国特許第５６１９１３５号（特許文献１）には、バルクハウゼン・ノイズを用いて鋼
の硬さの非破壊測定を行うための測定装置が示されている。その装置は、バルクハウゼン
信号からジャンプの和比率の第１モーメント（ｊｕｍｐ　ｓｕｍ　ｒａｔｅ　ｆｉｒｓｔ
　ｍｏｍｅｎｔ）を計算し、次いでジャンプの和比率の第１モーメントから材料特性を計
算するように構成されている。
【０００５】
　国際公開第２００４／０２１０２４Ａ１号（特許文献２）には、鋼の焼入深さを決定す
るための装置が示されている。その装置は、１～２００Ｈｚの間の変動する周波数を有す
る磁場を印加する、バルクハウゼン・ノイズのセンサーを備えている。印加された磁場の
周波数に応じて、磁化は材料の様々な深さに達する。装置は、様々な周波数で得られたバ
ルクハウゼン・ノイズ信号を比較し、様々な信号から焼入深さを計算するための手段を備
えている。
【０００６】
　米国特許第４８８１０３０号（特許文献３）には、硬化領域における引張応力を測定す
るための方法及び装置が示されている。その方法は、タービン・ブレードに対して使用さ
れ、ブレードの内部応力を分析するためのものである。
【０００７】
　前述の例から明らかなように、鋼に対してはバルクハウゼン・ノイズ法を容易に適用で
きる。鋼は比較的均一な粒径を有し、炭素含有量が低いため、バルクハウゼン法を用いて
測定することが容易である。しかし、粒径のばらつきが大きく、且つ／或いは、炭素及び
／又は合金元素の含有量が高い材料の特性を測定するためにバルクハウゼン・ノイズ法を
用いるときには、良好な相関を得ることはかなり難しくなる。
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【０００８】
　粒径のばらつきが大きく、合金材料及び炭素の含有量が高いために、バルクハウゼン法
を用いて測定を行うことが難しい材料の１つが、鋳鉄である。したがって、鋳鉄によって
製造され、車両での使用に適合された部品及び構成部材は、適切な結果を得られると考え
られる利用可能で実用的な非破壊的方法が存在しないため、これまで組み立て前にその硬
さに関する試験は行われていなかった。実際には、車両又はエンジンに使用するための鋳
鉄製の構成部材の硬さについて、組み立て前に非破壊試験を行うことを可能にする方法が
長い間求められてきた。
【特許文献１】米国特許第５６１９１３５号明細書
【特許文献２】国際公開第２００４／０２１０２４号パンフレット
【特許文献３】米国特許第４８８１０３０号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の一目的は、車両又はエンジンでの使用に適合された鋳鉄製の構成部材の処理を
改善することである。本発明の他の目的は、車両又はエンジンでの使用に適合された鋳鉄
製の構成部材を処理するための装置である。他の目的は、車両又はエンジンでの使用に適
合された鋳鉄製の構成部材を処理するための改善された方法を使用することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この目的は、請求項１に規定された方法、請求項９に規定された装置、及び請求項１０
に規定された方法の使用によって達成される。
【００１１】
　現在のところ、鋳鉄に対するバルクハウゼン・ノイズの測定から正確な結果を得ること
が難しい場合でも、本方法は、測定される構成部材の硬さが、その構成部材を車両又はエ
ンジンで使用するために許容される範囲内にあるかどうかを決定するには十分な精度を有
していることが認められている。また現在のところ、測定が行われる構成部材上の位置に
よって、バルクハウゼン・ノイズの測定は少なくとも部分的に影響を受けることも認めら
れている。硬さを推定する際は、向上された精度を与える位置でバルクハウゼン・ノイズ
を測定することによって、車両で使用するための構成部材の処理に利用できるように、バ
ルクハウゼン法を十分に改善することが可能である。ある構成部材に対する改善された測
定位置は、ある位置で測定されたバルクハウゼン・ノイズから推定された硬さと、破壊的
な方法で測定された硬さとの比較を含む実験によって容易に見出すことができる。
【００１２】
　したがって、範囲外の推定硬さを有する鋳鉄製の構成部材は、破損する可能性があり、
例えば再加工するか、又は信頼性のより高い他の測定方法によって測定するか、又は排除
することができる。したがって、破損の確率が低くなり、車両の品質が改善されるととも
に、バルクハウゼン・ノイズ法は非破壊的であるだけではなく迅速で使いやすいため、構
成部材を測定するための費用が低減される。
【００１３】
　バルクハウゼン・ノイズ法は実施に数秒しかかからず、したがって本方法は、各操作に
限られた時間しかかけることができない製造ラインでの使用にきわめて適している。した
がって本方法は、硬さを自動的に推定するために、センサー及び／又は構成部材を移動さ
せて接触させることも含む。本方法は、構成部材を許容されたグループに分類することも
含む。本方法は、許容された構成部材を車両又はエンジンに組み立てることも含む。供給
業者からの納品を受け入れる前、構成部材に対して他の加工を実施する前、又は構成部材
を車両に組み立てる前に、構成部材を測定することによって、構成部材が適切な硬さを有
することが保証される。硬すぎる構成部材はクラックを生じる危険があり、軟らかすぎる
構成部材は使用時に構成部材に作用する力に耐えられない可能性があり、また摩耗、曲げ
又は疲労によって使えなくなる虞がある。



(5) JP 2009-507220 A 2009.2.19

10

20

30

40

50

【００１４】
　本明細書において構成部材という用語は、材料ブランク（素材）、半分又は完全に機械
加工された構成部材、或いは完成したモジュールを含むものと解釈される。磁気バルクハ
ウゼン・ノイズのパラメータは、とりわけバルクハウゼン・ノイズ信号のピーク・レベル
、バルクハウゼン・ノイズ信号のピークの位置、バルクハウゼン・ノイズ信号の半値全幅
、信号の二乗平均、信号の強さ又は信号のばらつきなどのパラメータを含むことができる
。一具体例では、硬さはピーク・レベル、ピークの位置、半値全幅及び二乗平均に基づい
て推定されるが、より少数又はより多数のパラメータを用いることもできる。推定硬さの
測定単位は、ビッカース硬さなど任意の硬さ測定法によって定めることができる。本明細
書ではブリネル硬さの単位が用いられ、推定硬さに対して実際の値が示される場合、それ
らは２．５ｍｍの直径を有する球、及び１８７．５ｋｇの負荷力を用いることによって測
定されたものである。
【００１５】
　本発明の一具体例では、本方法は、構成部材の表面の機械加工された部分で少なくとも
１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータを測定することを含む。バルクハウゼン
法を用いて構成部材を測定する際は、表面粗さが結果に重大な影響を及ぼすことが分かっ
ている。機械加工された表面で測定することによって、様々な構成部材に関する様々な表
面粗さからの影響が低減されて、より良好な相関が得られるようになり、構成部材のバル
クハウゼン・ノイズ信号からの推定硬さと実際の硬さとの間の統計上のばらつきが小さく
なる。相関が高まり、構成部材の推定硬さと実際の硬さとの間の標準偏差が小さくなると
、構成部材が車両での使用に適しているかどうかの決定の正確性が高まる。それによって
許容される硬さの範囲を広げることも可能になり、したがって、実際には問題なく使用す
ることができる構成部材を排除してしまう確率が低減される。
【００１６】
　本発明の他の具体例によれば、本方法は、構成部材の表面の、０～５μｍの範囲の算術
表面粗さを有する部分で、少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータを
測定することを含む。一具体例では、０．５～３μｍの範囲の算術表面粗さ、最も好まし
くは１～２μｍの表面粗さを有する表面部分で磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータ
が測定される。磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータは、構成部材の表面の、３μｍ
よりも小さい、好ましくは２μｍよりも小さい、最も好ましくは１μｍよりも小さい範囲
の算術表面粗さを有する部分で測定することが好ましい。したがって、表面粗さの違いに
より、様々な構成部材のバルクハウゼン・ノイズのパラメータの測定及び硬さの推定に及
ぼす影響が小さくなる。したがって標準偏差が小さくなり、構成部材に対する推定硬さの
許容範囲を広げることが可能になる。
【００１７】
　本発明の一具体例によれば、本方法は、６０Ｈｚ未満、好ましくは２５Ｈｚ未満、より
好ましくは２Ｈｚ未満、最も好ましくは１Ｈｚ未満の周波数で変動する印加された磁場を
用いて、少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータを測定することを含
む。したがって、バルクハウゼン・ノイズは材料のより深い位置で測定され、それによっ
て構成部材のより大きいサンプル体積内の全体でバルクハウゼン信号が平均化され、さら
に標準偏差が低減されて、構成部材の実際の硬さと推定硬さの間の相関が高められる。そ
れによって、表面からの影響も低減される。車両又はエンジンに使用される構成部材では
、構成部材の内部の硬さが構成部材の外側の硬さと同様に重要になることがある。
【００１８】
　本発明の一具体例によれば、本方法は、磁気バルクハウゼンのセンサーを用いて少なく
とも１つの磁気バルクハウゼンのパラメータを測定すること、及びばねを用いてセンサー
を表面上に押し付けることを含む。一具体例では、ばねにはあらかじめ張力が加えられ、
センサー・プローブの中に配置される。磁気の伝達は、構成部材とセンサーとの間の接触
の性質により影響を受ける。ばねを用いてセンサーを表面に当てることによって、プロー
ブは、表面に対してセンサーと表面との間の接触の性質が良くなる位置に移動することが
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可能になり、より良好な相関関係及びより小さい標準偏差が保証される。
【００１９】
　本方法は、特定の力からのずれが２０％未満の力を用いて、センサーを表面に押し付け
ることも含む。一具体例では、力のずれは特定の力から１０％未満である。ある力を用い
てセンサーを表面上に押し付けると、材料に張力が形成される。バルクハウゼン・ノイズ
は材料内の張力の影響を受けるため、センサーが特定の力を用いて押し付けられると、測
定値の標準偏差は小さくなる。センサーと構成部材の間の磁気的な接触状態が標準化され
るほど、標準偏差が小さくなる。
【００２０】
　本発明の一具体例によれば、本方法は、少なくとも１つのバルクハウゼン・ノイズのパ
ラメータに基づいて、鋳鉄製の構成部材の材料内の残留張力を推定することを含む。残留
張力は、耐久性を助ける圧縮力及び耐久性を損なう張力によって構成部材の性能にも影響
を及ぼす。したがって、残留張力を測定及び考慮することによって、車両又はエンジンの
品質が高められる。本方法は、推定された残留張力が許容範囲にあるかどうかを決定する
ことを含むこともできる。構成部材の品質は硬さと残留張力の組み合わせに基づくもので
あるため、本方法は、推定硬さ及び残留張力が、硬さと残留張力を組み合わせた許容範囲
にあるかどうかを決定することを含むこともできる。
【００２１】
　本発明の一具体例によれば、本方法は、表面の少なくとも２つの異なる部分から少なく
とも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータを測定すること、及びその少なくと
も２つの部分について、その少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータ
の平均値に基づいて構成部材内の材料の硬さを推定することを含む。本方法は、構成部材
の少なくとも３つの部分からバルクハウゼン・ノイズのパラメータを測定すること、及び
その平均値に基づいて硬さを推定することを含むこともできる。平均値を用いることによ
って測定値の標準偏差が小さくなり、それによって低品質の構成部材を排除する確率が高
まる。さらに、計算される硬さの許容範囲に対する許容差を増大させることができるため
、より多数の構成部材が許容されるようになる。
【００２２】
　本発明の一具体例によれば、この構成部材は鋳鉄製のシリンダ・ライナである。シリン
ダ・ライナはエンジンの燃焼室の内部を覆うものであり、特にディーゼル・エンジンでは
過酷な環境に曝される。したがって、シリンダ・ライナは定期的に交換される。シリンダ
・ライナは、摩耗にも疲労にも耐えなければならない。したがって長い耐用期間を達成す
るには、シリンダ・ライナの硬さがきわめて重要になる。さらに、シリンダ・ライナの表
面は機械加工され、バルクハウゼン・ノイズの測定に適した表面を構成している。推定硬
さの許容範囲は、シリンダ・ライナの材料に応じて１５０～５００ＨＢＷとすることがで
きる。
【００２３】
　本発明の一具体例によれば、構成部材はねずみ鋳鉄により製造される。一具体例では、
ねずみ鋳鉄製の構成部材はエンジン・ブロック又はシリンダ・ヘッドである。他の好まし
い具体例では、前記構成部材はねずみ鋳鉄製のシリンダ・ライナを含む。ねずみ鋳鉄は、
金属マトリックス内の空間をグラファイト片が占めるため、磁気バルクハウゼン・ノイズ
の使用による測定が特に困難である。本発明によれば、硬さの許容範囲を決めることによ
って、依然としてバルクハウゼン・ノイズ法を使用することが可能であることが認められ
ている。ねずみ鋳鉄製のシリンダ・ライナの場合、好ましい硬さの範囲は１８０～３００
ＨＢＷ、より好ましくは２４０～２９０ＨＢＷ、最も好ましくは２５０～２８０ＨＢＷに
ある。
【００２４】
　本発明の一具体例によれば、本方法は、シリンダ・ライナの同じ周縁部に位置する表面
の少なくとも２つの部分から、少なくとも１つの磁気バルクハウゼンのパラメータを測定
することを含む。シリンダ・ライナは円筒形であり、旋盤でシリンダ・ライナをその長手
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方向軸線を中心に回転させることによって機械加工される。同じ周縁部上で測定を行うこ
とによって、結果に影響を及ぼす様々な機械加工によるばらつきが小さくなる。一具体例
では、様々な機械加工からの影響を低減させるために、様々なシリンダ・ライナをシリン
ダ・ライナの長手方向に対して同じ位置で測定する。
【００２５】
　本発明の一具体例によれば、硬さは、少なくとも１つの磁気バルクハウゼンのパラメー
タの一次関数として推定される。一具体例では、硬さは少なくとも２つ、好ましくは少な
くとも４つの磁気バルクハウゼンのパラメータの一次結合として推定される。相関関係は
必ずしも硬さの範囲全体にわたって一次ではないが、推定硬さが許容範囲の範囲外である
構成部材は排除されるため、許容範囲のまわりでの相関関係が正確であれば十分である。
【００２６】
　本発明の一具体例によれば、硬さを推定するための関係は、構成部材を納品した供給業
者に依存する。供給業者が異なれば同じ構成部材を機械加工する方法も異なり、異なる表
面粗さが得られる可能性があるため、異なる供給業者からの構成部材を別々に扱えば、よ
り良好な相関関係及び標準偏差が得られる。一具体例では、様々な供給業者の間で最適な
位置が異なる可能性があるため、各供給業者からの構成部材は構成部材上の最適な位置に
ついても検査され、バルクハウゼン・ノイズの測定及び硬さの推定が行われる。
【００２７】
　次に、本発明をその非限定的な実施例として、添付図面を参照して記述する。
【実施例】
【００２８】
　図１ａには、この実施例ではシリンダ・ライナである、車両又はエンジンでの使用に適
合された構成部材１が示されている。ねずみ鋳鉄は耐疲労性があるため、この実施例では
シリンダ・ライナはねずみ鋳鉄で製造されており、材料の硬さ及び強さを高めるためにリ
ンの含有量が高められている。シリンダ・ライナの材料は硬すぎないこと（硬すぎるとク
ラッキングをまねく）も、軟らかすぎないこと（軟らかすぎるとシリンダ・ライナの早期
摩耗をまねく）も必要である。
【００２９】
　図１ａには、磁気バルクハウゼン・ノイズを測定するための装置３が示されている。装
置は、シリンダ・ライナの表面に当てられて、材料のバルクハウゼン・ノイズを測定する
ように適合されたセンサー・プローブ５を備えている。装置３はさらに、バルクハウゼン
・ノイズの測定を実行及び制御し、以下に記述する必要な計算を実行するように適合され
たハードウェア及び／又はソフトウェアを備えている。さらに、装置３は、センサー・プ
ローブ５をシリンダ・ライナに向かって移動させるように構成されたロボット・アーム６
を備え、バルクハウゼン・ノイズの自動測定に適合されている。他の実施例では、その代
わりに装置３が、シリンダ・ライナをセンサー・プローブ５に向かって移動させて自動測
定を行うように構成されてもよい。
【００３０】
　図１ｂには、センサー・プローブ５の実施例がより詳しく示されている。センサー・プ
ローブ５は、強磁性体材料のＵ字形の本体９を含む電磁石７、本体９のまわりに巻かれ、
磁場を発生させるように適合されたコイル１１を備えている。本体９は、シリンダ・ライ
ナの表面に当接し、それに磁気を伝えるように適合される。センサー・プローブ５はさら
に、磁場の変化を検知するように適合された受動コイルを含むセンサー１３を備えている
。動作時には、センサー・プローブ５が電磁石７を活性化して、ある特定の周波数を有す
る変動磁場をいくつかの段階にわたってシリンダ・ライナに印加して、シリンダ・ライナ
を磁化させる。この実施例では、装置３は、少なくとも４つの段階又は突発的（バースト
）の磁場を印加するように適合される。シリンダ・ライナの磁化によって生じる磁場の変
動は、コイル１３に電流を発生させ、それによりセンサー１３はシリンダ・ライナの磁化
過程を検知する。
【００３１】
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　図１ｃには、シリンダ・ライナ内の材料の磁化の拡大図を示すグラフが示されている。
この図から明らかなように、ブロッホ壁が粒界や転位などの材料内の欠陥によって局所的
に動くことができなくなるため、磁化は段階的になる。バルクハウゼン・ノイズ測定装置
３は、磁化における不規則性、すなわちノイズを測定するように適合される。図１ｄには
、２段階の磁化からのノイズが示されている。ノイズは処理され、図１ｅに示すように、
図１ｄの高低のあるノイズの平均であるノイズ・グラフとして示される。バルクハウゼン
・ノイズのグラフは材料内の欠陥の尺度を示し、したがってノイズの量は、硬さなどの材
料の機械的特性と相関関係を示すことができる。
【００３２】
　本発明の一態様によれば、磁気バルクハウゼン・ノイズ測定装置３は、少なくとも１つ
のバルクハウゼン・ノイズのパラメータを測定し、その少なくとも１つのバルクハウゼン
・ノイズのパラメータに基づいてシリンダ・ライナ内の材料の硬さを推定するように適合
される。磁気バルクハウゼン・ノイズ測定装置３はさらに、シリンダ・ライナの材料の推
定硬さが許容範囲にあるかどうかを決定するように適合される。また、磁気バルクハウゼ
ン・ノイズ測定装置３は、推定硬さが前記許容範囲にあるかどうかを知らせるメッセージ
を出すように適合される。硬さが許容範囲にある場合には、シリンダ・ライナは早期の破
損がなく、車両又はエンジンで使用するのに十分な品質を有していると考えられる。この
実施例では、標準偏差を約８ＨＢＷ、許容される実際の硬さを２４０～２９０ＨＢＷと仮
定すると、推定硬さの許容範囲は２５０～２８０ＨＢＷである。推定硬さが十分に許容範
囲にあるため、ねずみ鋳鉄について正確な推定を得ることは難しいとしても、バルクハウ
ゼン・ノイズ法を使用することは可能である。
【００３３】
　磁気バルクハウゼン・ノイズ測定装置３は、４つのバルクハウゼン・ノイズのパラメー
タの一次結合に基づいて硬さを推定するように適合される。これらのパラメータのうちの
３つ、すなわちノイズ・グラフのピークＡ、ノイズ・グラフの位置Ｂ、及びノイズ・グラ
フの半値全幅Ｃを図１ｅに示す。この実施例では、第４のパラメータはノイズ・グラフの
二乗平均である。これらのパラメータは当分野ではよく知られている。他の実施例では、
磁気バルクハウゼン・ノイズ測定装置は、ただ１つのパラメータなどのより少数のパラメ
ータ、又はより多数のパラメータに基づいて硬さを推定するように適合させることができ
る。
【００３４】
　この実施例では、磁気バルクハウゼン・ノイズ測定装置３及び電磁石７は、５０Ｈｚ未
満の周波数で変動する磁場を発生させるように適合される。この実施例では周波数は２Ｈ
ｚ未満であるが、測定が１Ｈｚ未満で行われることが好ましい。それによって、磁化はシ
リンダ・ライナ内のより深いところまで達する。また、磁気バルクハウゼン・ノイズ測定
装置３は、より良質のノイズの測定値を得るために、少なくとも４段階の磁場を発生させ
るように適合される。図１ｄには、そうした段階の２つだけが示されている。
【００３５】
　さらに、バルクハウゼン・ノイズ測定装置３は、シリンダ・ライナ上の機械加工された
表面部分１９で前記ノイズのパラメータを測定するように適合される。機械加工された表
面部分を測定することによって表面からの干渉が低減され、測定が改善される。この実施
例では、バルクハウゼン・ノイズ測定装置３は、１～２μｍの範囲の算術表面粗さを有し
、表面粗さのばらつきが１μｍよりも小さい範囲にある表面部分１９で前記ノイズのパラ
メータを測定するように適合される。したがって、様々なシリンダ・ライナ間での表面粗
さの違いによる干渉が制限される。
【００３６】
　さらに、バルクハウゼン・ノイズ測定装置３は、シリンダ・ライナの異なる３つの表面
部分で前記ノイズのパラメータを測定するように適合される。２つ表面部分１９が図１ａ
に示されているが、第３の表面部分はシリンダ・ライナの裏面に位置しているため、表示
されていない。バルクハウゼン・ノイズ測定装置３は、３つの表面部分１９から測定され
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たバルクハウゼン・ノイズのパラメータの平均に基づいて硬さを推定するように適合され
る。したがって、シリンダ・ライナ内の局所的な不規則性が平均化され、推定硬さと実際
の硬さとの間の相関が高められる。
【００３７】
　この実施例では、バルクハウゼン・ノイズ測定装置３は、シリンダ・ライナの同じ周縁
部上で３つの表面部分１９を測定するように適合される。機械加工中、シリンダ・ライナ
は旋盤でその長手方向軸線を中心に回転させられ、その結果、同じ周縁部は同じように機
械加工される。したがって、同じ周縁部上の表面部分を測定すると効率が高まる。実際の
硬さについて測定すると、シリンダ・ライナの長手方向に沿った異なる位置は、異なる相
関関係及び標準偏差を示すことが実際に認められている。これは、様々な表面を様々に機
械加工することによるものである。この実施例では、装置３は最も高い相関関係及び最も
低い標準偏差を示す表面部分を測定するように適合される。特定の構成部材に対して最適
な位置、並びに推定硬さと実際の硬さの間の相関の形は、簡単な実験によって容易に見出
すことができる。最適な位置及び相関の形は、異なる供給業者からの構成部材の間で異な
る可能性もある。
【００３８】
　図１ｂのセンサー・プローブ５は、シリンダ・ライナに対して当接されるように適合さ
れ、その結果、センサー・プローブの長手方向軸線はシリンダ・ライナの長手方向軸線と
平行になる。センサー・プローブ５はさらに、シリンダ・ライナの表面に当接するように
適合された壁１７、電磁石７を押し込むように適合された少なくとも１つのばね１５、及
びシリンダ・ライナの表面に面するセンサー・コイル１３を備えている。この配置によっ
て、電磁石７及びセンサー・コイル１３は適切な角度で表面に接触し、プローブ５と表面
との間の磁気的接触が適切に確立されるようになる。電磁石７及び センサー・コイル１
３はまた、ばね１５の圧縮によって与えられる特定の接触力によって表面上に付加される
。したがって、複数のシリンダ・ライナを測定する際、各シリンダ・ライナに対してセン
サー・プローブ５がほとんど同じ力で付加され、センサー・プローブをシリンダ・ライナ
に様々な力で押し付けることによる干渉が低減される。
【００３９】
　さらに、バルクハウゼン・ノイズ測定装置３は、シリンダ・ライナ内の残留張力を、磁
気バルクハウゼン・ノイズのパラメータの一次結合として推定するように適合される。残
留張力は、シリンダ・ライナの様々な位置で大きく異なる。したがって、バルクハウゼン
・ノイズ測定装置３は、残留張力の平均値を推定するように適合される。また、バルクハ
ウゼン・ノイズ測定装置３は、残留張力が許容範囲にあるかどうかを決定するように適合
される。また、バルクハウゼン・ノイズ測定装置３は、推定硬さ及び推定された残留張力
の組み合わせに応じて、シリンダ・ライナが許容されるかどうかを決定するように適合さ
れる。残留張力は、悪い形であれ良い形であれシリンダ・ライナの耐用期間に影響を及ぼ
すものであり、したがって組み合わせることによって、特定のシリンダ・ライナの期待さ
れる性能についてより適切な推定を与える。
【００４０】
　図２ａ及び図２ｂには、実際の硬さと推定硬さとの間の相関図の２つの実例が示されて
いる。実際の硬さは、直径２．５ｍｍの球及び１８７．５ｋｇの負荷を用いたブリネル硬
さの測定装置で測定され、推定硬さは図１ａ～ｂの装置３を用いて推定された。各点は、
様々なシリンダ・ライナに対して行われた測定値を示し、またそれらは様々な測定方法を
用いて測定された。図中のグラフ２０は、推定硬さと実際のブリネル硬さとの間のそれぞ
れの相関関係を表している。グラフ２１は、様々な測定値のそれぞれの標準偏差を表して
いる。
【００４１】
　図２ａの点２２は、０～５μｍの範囲の表面粗さを有するシリンダ・ライナの機械加工
された表面について、５０Ｈｚの周波数で変動する磁化場を用いて測定されたものである
。測定からの結果は、推定硬さと実際の硬さの間の相関が０．４であったことを示してい
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る。標準偏差は１０．３３ＨＢＷであった。
【００４２】
　図２ｂの点２３は、１～２μｍの範囲内の表面粗さを有するシリンダ・ライナの表面に
ついて、２Ｈｚ未満の周波数で変動する磁化場を用いて測定されたものである。測定から
の結果は、推定硬さと実際の硬さの間の相関が０．８であったことを示している。標準偏
差は８．０１であった。
【００４３】
　結果は、より低い周波数を用い、且つ特定のより大きい表面粗さを有する表面について
測定を行うほど、良好な相関関係及び小さい標準偏差を与えることをはっきりと示してい
る。残留張力の測定についても同様である。
【００４４】
　図３には、本発明による方法がブロック図の形で示されている。ブロック３１において
本方法は、測定が行われる、シリンダ・ライナのまわりの同じ周縁部に配置された３つの
表面部分を機械加工し、表面部分が確実に１～２μｍの範囲の許容可能な表面粗さに機械
加工されるようにすることを含む。
【００４５】
　ブロック３３において本方法は、次に自動ロボット・アームを用いることによって、特
定の力から２０％以内の範囲の接触力でバルクハウゼンのセンサー・プローブを前記表面
部分に押し付けること、及び機械加工された３つの表面部分のバルクハウゼン・ノイズを
測定することを含む。
【００４６】
　ブロック３５において本方法は、バルクハウゼン・ノイズから少なくとも１つ、この実
施例では４つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータを取得すること、及びその４つ
のバルクハウゼンのパラメータの平均値を計算することを含む。
【００４７】
　ブロック３７において本方法は、４つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータの一
次結合に基づいてシリンダ・ライナの材料の硬さを推定することを含む。本方法は、４つ
の磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータの他の一次結合に基づいて、シリンダ・ライ
ナ内の平均の残留張力を推定することも含む。
【００４８】
　ブロック３９において本方法は、推定硬さ及び残留張力が、それぞれ許容範囲にあるか
どうかを決定することを含む。この実施例では構成部材がシリンダ・ライナであるため、
許容される推定硬さは２５０～２８０ＨＢＷにある。
【００４９】
　推定硬さ及び残留張力が許容範囲にある場合、本方法はブロック４１において、シリン
ダ・ライナを受け入れることを含む。次いで本方法は、シリンダ・ライナを用いて車両又
はエンジンを製造することも含み、必要な場合にはシリンダ・ライナをさらに処理するこ
と、及び／又は構成部材を車両又はエンジンに組み立てることを含むことができる。
【００５０】
　推定硬さ及び残留張力が許容範囲の範囲外にある場合、本方法はブロック４３において
、シリンダ・ライナを排除することを含む。硬さ及び／又は残留張力が許容範囲に近い場
合には、本方法は、さらに試験を行うためにシリンダ・ライナを送り出すこと、及び／又
はシリンダ・ライナを再加工することを含む。再加工には、例えば残留張力を低減させる
ための熱処理を含むことができる。硬さ及び／又は残留張力が許容範囲から離れている場
合には、シリンダ・ライナを廃棄することができる。
【００５１】
　本発明は示された実施例に限定されず、以下の特許請求の範囲の枠内で変更することが
可能である。例えば構成部材は必ずしもシリンダ・ライナである必要はなく、鋳鉄で製造
された任意の構成部材とすることができる。本発明はねずみ鋳鉄に限定されず、例えば白
鋳鉄、ノジュラー鋳鉄、又は任意の他のタイプの鋳鉄に等しく適用することができる。各
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ステップを実行する順序を変更することが可能であり、いくつかの又はすべてのステップ
が、納品前に供給業者によって行われてもよい。適切な表面粗さを確保するために、測定
される表面を研磨することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１ａ】構成部材及び磁気バルクハウゼン・ノイズ測定装置を示す図。
【図１ｂ】図１ａのバルクハウゼン・ノイズのセンサー・プローブの詳細図。
【図１ｃ】図１ａの構成部材の材料に対する磁化曲線の拡大図。
【図１ｄ】図１ａの構成部材からのバルクハウゼン・ノイズを示す図。
【図１ｅ】図１ｄのノイズに基づくバルクハウゼン・ノイズのグラフ。
【図２ａ】本発明の実施例に対する実際の硬さと推定硬さの間の相関図。
【図２ｂ】本発明の実施例に対する実際の硬さと推定硬さの間の相関図。
【図３】本発明による方法をブロック図の形で示す図。

【図１ａ】

【図１ｂ】

【図１ｃ】

【図１ｄ】

【図１ｅ】

【図２ａ】
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【図２ｂ】

【図３】

【手続補正書】
【提出日】平成19年10月15日(2007.10.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両又はエンジンでの使用に適合された鋳鉄製の構成部材を処理する方法において、
　前記構成部材の少なくとも１つの表面で、少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイ
ズのパラメータを測定する段階と、
　前記少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータに基づいて、前記構成
部材の材料の硬さを推定する段階と、
　前記推定された硬さが許容される硬さの範囲にあるかどうかを決定する段階と、
　前記推定された硬さが許容される硬さの範囲にある場合に、前記構成部材を車両及び／
又は車両用エンジンを製造するために使用を許す段階と
を含む、構成部材を処理する方法。
【請求項２】
　前記方法が、前記構成部材の表面の機械加工された部分で、前記少なくとも１つの磁気
バルクハウゼン・ノイズのパラメータを測定することを含むことを特徴とする請求項１に
記載された構成部材を処理する方法。
【請求項３】
　前記方法が、前記構成部材の表面の、０～５μｍの範囲の算術表面粗さを有する部分で
、前記少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータを測定することを含む
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ことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項４】
　前記方法が、６０Ｈｚ未満の磁化周波数を用いて前記少なくとも１つの磁気バルクハウ
ゼン・ノイズのパラメータを測定することを含むことを特徴とする請求項１から請求項３
までのいずれか１項に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項５】
　前記方法が、磁気バルクハウゼン・センサーを用いて前記少なくとも１つの磁気バルク
ハウゼンのパラメータを測定すること、及びばねを用いて前記磁気バルクハウゼン・セン
サーを前記表面に押し付けることを含むことを特徴とする請求項１から請求項４までのい
ずれか１項に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項６】
　前記方法が、前記少なくとも１つのバルクハウゼン・ノイズのパラメータに基づいて、
前記構成部材の材料内の残留張力を推定することを含むことを特徴とする請求項１から請
求項５までのいずれか１項に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項７】
　前記構成部材がねずみ鋳鉄製のシリンダ・ライナを含むことを特徴とする請求項１から
請求項６までのいずれか１項に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項８】
　前記方法が、前記シリンダ・ライナの同じ周縁部に位置する前記表面の少なくとも２つ
の部分から、前記少なくとも１つの磁気バルクハウゼンのパラメータを測定することを含
むことを特徴とする請求項７に記載された構成部材を処理する方法。
【請求項９】
　車両又はエンジンでの使用に適合された鋳鉄製の構成部材を処理するための装置におい
て、前記装置が、
　前記構成部材の少なくとも１つの表面で、少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイ
ズのパラメータを測定するように適合された磁気バルクハウゼン・ノイズのセンサーを備
え、
　前記少なくとも１つの磁気バルクハウゼン・ノイズのパラメータに基づいて、前記構成
部材内の材料の硬さを推定し、
　前記推定された硬さが許容される硬さの範囲にある場合に、前記構成部材を車両及び／
又は車両用エンジンを製造するために使用を許すために、前記推定された硬さが許容され
る硬さの範囲にあるかどうかを決定するようになっていることを特徴とする装置。
【請求項１０】
　請求項１から請求項８までのいずれか１項に記載された構成部材を処理する方法の使用
において、前記方法が、車両、エンジン、及び／又は車両若しくはエンジンでの使用に適
合された鋳鉄製の構成部材の製造を改善するために用いられることを特徴とする構成部材
を処理する方法の使用。
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